




American Residents’ Attitudes toward Immigrants－A Survey on Attitudes and Values of Young Adults in the U.S.－俵 希 實要旨①移民割合が異なる地域では，アメリカ人住民の移民に対する意識に違いがあるのか，②移民に対する意識を規定している要因は何かについて検討した。①移民割合が低い地域では，移民割合は移民に対する意識に影響を与えないが，高い地域では，移民割合が高くなるほど移民に対して否定的，②性別，雇用形態，人種，政治的態度，エスニシティ，子どもの有無，都市規模，移民割合が規定要因という結果となった。多文化社会を考える時，ホスト社会が移民のどのような点を肯定または否定し，どこまで多様性を認めるのかがポイントとなる。キーワード：移民（immigrants）／アメリカ（America）／多文化社会（multicultural society）









and Moynihan１９６３）。１９８０年代以降は，より一層様々な国からの移民が増加し「統合」「包摂」といった概念が登場してきた。さらに１９９０年代になると，新移民の１．５世代や第２世代，第３世代が研究対象となり，一昔前の理論とされていた同化論が再び息を吹き返す。ただ，新しい同化論は，同化をエスニシティの消滅ではなく，文化変容を指す概念として再定義するべきという主張で，エスニシティの維持というよりも，ハイブリッドな新しいアメリカ人への変容過程を強調している点が特徴的である（Alba and Nee２００３）。２１世紀に入り，アメリカ市民の移民に対する考え方を大きく変えたのが２００１年に起こった９．１１である。それまで移民の問題は労働政策や人権政策の観点から捉えられていたが，９．１１以降は安全保障政策と結びつくようになった。ネイティヴィズムは，安全保障の見地からメキシコや中南米からの移民の取り締まりを訴えた。トランプ政権下における中東諸国からの入国禁止措置や，非合法移民に対する取り締まり強化は移民政策の安全保障化の延長線上に位置づけることができる（南川２０１７）。以上のように，アメリカは「移民国家」として移民を包摂しつつ，同時に移民を排除してきた歴史を有している。
 先行研究外国人や移民に対する意識についての研究は蓄積がある。大別すると，①個人属性仮説，②接触仮説，③ネットワーク仮説，④集団脅威仮説，⑤居住地効果仮説の５つに整理することができる。


























って豊かになっている」および「アメリカは不法移民の締め出しを強化すべきだ」は５％水準で有意，「移民が犯罪率を高めている」は１０％水準で有意，「アメリカに居住する移民はアメリカのやり方に従うべきだ」および「移民はしばしば福祉を受けるためだけにアメリカに来ている」は有意ではなかった。２ 移民に対する意識の規定要因次に，アメリカ人住民の移民に対する意識を規定している要因を明らかにする。アメリカ人住民の移民に対する意識変数を作成し，それを従属変数として重回帰分析をおこなった。移民に対する意識変数の作成については，クロンバックのαおよび因子分析の結果５）に基づき，「移民はアメリカ市民のやりたくない仕事をしている」，「アメリカの経済はアメリカに来る移民によって豊かになっている」および「アメリカの文化はアメリカに来る移民によって豊かになっている」を除外して，その他の項目を加算した。加算については，移民に対して最も否定的な回答を５点，最も肯定的な回答を１点として７項目の回答を加算し，移民に対して否定的な人ほど得点が高くなるように作成した。独立変数については，先行研究から，年齢（生年から換算），性別（男性０ 女性１），学歴（ハイスクール卒業から博士課程終了までの８段階），雇用形態（正規雇用以外０ 正規雇用１），政治的態度（リベラル０ 中間１ 保守２），エスニシティ（ヒスパニック・ラテン・スペイン系０ ヒスパニック・ラテン・スペイン系以外１），人種（有色０ 白人１）を，アメリカ国籍保有の有無（無０ 有１），子どもの有無（無０ 有１），都市規模（ルーラル１ 郊外２ 都市３），移民割合を投入した。結果は，性別，雇用形態，政治的態度，エスニシティ，子どもの有無，都市規模が１％水準で有意，人種と移民割合が５％水準で有意となった（表１１）。さらに，移民割合の低い地域と高い地域，それぞれにおいて重回帰分析をおこなった。低い地域においては，性別，政治的態度，子どもの有無が１％水準で有意となり，学歴が５％水準で有意となった。高い地域においては，性別，人種，雇用形態，政治的態度，エスニシティ，子どもの有無，都市規模が１％水準で有
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意，移民割合が５％水準で有意となった。重回帰分析の結果をまとめると次のようになる。移民割合の低い地域，高い地域，全体に共通した結果として，男性のほうが移民に対して否定的，政治的保守の人は否定的，子どもがいる人は否定的であることが挙げられる。加えて，アメリカ国籍保有の有無は移民に対する意識に影響を与えて いないことも重要な知見である。高い地域のみで示された結果は，白人は移民に対して否定的，ヒスパニック・スペイン・ラテン系以外の人は否定的，正規雇用の人は否定的，都市規模の大きなところに居住している人ほど否定的，そして，移民割合が高い地域に居住している人ほど移民に対して否定的という結果であった。表１ 移民家族が隣に引っ越ししてくると気になる（％）非常にそう思う そう思う どちらでもない そう思わない まったくそう思わない 合計 n移民割合が低い地域 １３．１ ８．３ １６．５ ２１．０ ４１．０ １００．０ １５９９移民割合が高い地域 １８．６ １０．１ １３．８ １６．５ ４０．９ １００．０ １５３８合計 １５．８ ９．２ １５．２ １８．８ ４１．０ １００．０ ３１３７
df=4 p<.01表２ 移民が犯罪率を高めている（％）非常にそう思う そう思う どちらでもない そう思わない まったくそう思わない 合計 n移民割合が低い地域 ８．４ １６．１ ２３．９ ２３．０ ２８．６ １００．０ １５８３移民割合が高い地域 ９．８ １７．２ ２１．２ ２０．６ ３１．３ １００．０ １５２６合計 ９．１ １６．６ ２２．６ ２１．８ ２９．９ １００．０ ３１０９
df=4 p<.10表３ 移民はアメリカのやり方に従うべき（％）非常にそう思う そう思う どちらでもない そう思わない まったくそう思わない 合計 n移民割合が低い地域 ２４．１ ２５．８ ２６．８ １３．６ ９．６ １００．０ １６０９移民割合が高い地域 ２３．３ ２４．８ ２６．８ １３．０ １２．１ １００．０ １５４０合計 ２３．７ ２５．３ ２６．８ １３．３ １０．８ １００．０ ３１４９




表５ 移民がアメリカ市民から仕事を奪っている（％）非常にそう思う そう思う どちらでもない そう思わない まったくそう思わない 合計 n移民割合が低い地域 １５．０ ２１．２ ２１．７ １９．５ ２２．６ １００．０ １５９７移民割合が高い地域 １５．６ １７．６ ２１．６ １６．７ ２８．５ １００．０ １５３１合計 １５．３ １９．４ ２１．７ １８．１ ２５．５ １００．０ ３１２８
df=4 p<.01表６ 移民はアメリカ市民のやりたくない仕事をしている（％）非常にそう思う そう思う どちらでもない そう思わない まったくそう思わない 合計 n移民割合が低い地域 １８．９ ３２．６ ２８．５ １２．４ ７．６ １００．０ １５７７移民割合が高い地域 ２３．１ ３５．２ ２５．２ ９．０ ７．５ １００．０ １５１８合計 ２１．０ ３３．９ ２６．９ １０．７ ７．６ １００．０ ３０９５
df=4 p<.01表７ 移民は福祉を受けるためだけにアメリカに来ている（％）非常にそう思う そう思う どちらでもない そう思わない まったくそう思わない 合計 n移民割合が低い地域 １３．８ １７．７ ２５．１ １９．０ ２４．４ １００．０ １５０８移民割合が高い地域 １４．５ １７．６ ２２．３ １８．４ ２７．３ １００．０ １５２７合計 １４．１ １７．６ ２３．８ １８．７ ２５．８ １００．０ ３０７２




表９ アメリカの文化は移民によって豊かになっている（％）非常にそう思う そう思う どちらでもない そう思わない まったくそう思わない 合計 n移民割合が低い地域 ２９．９ ３１．２ ２５．０ ９．１ ４．８ １００．０ １５７３移民割合が高い地域 ３３．８ ３０．５ ２２．８ ７．２ ５．７ １００．０ １５２０合計 ３１．８ ３０．８ ２４．０ ８．２ ５．３ １００．０ ３０９３
df=4 p<.05表１０ 不法移民の締め出しを強化すべき（％）非常にそう思う そう思う どちらでもない そう思わない まったくそう思わない 合計 n移民割合が低い地域 ２２．９ １９．３ ２４．４ １５．８ １７．６ １００．０ １５７４移民割合が高い地域 １９．４ ２２．３ ２４．５ １４．４ １９．３ １００．０ １５１７合計 ２１．２ ２０．８ ２４．５ １５．１ １８．４ １００．０ ３０９１
df=4 p<.05表１１ 全国調査移民に対する意識（移民嫌い）を従属変数とした重回帰分析移民割合が低い地域 移民割合が高い地域 全体年齢（生年） ．００５ ―．０２３ ―．０１１性別（男性０ 女性１） ―．１５３＊＊ ―．１７９＊＊ ―．１７０＊＊学歴（ハイスクール～博士号８段階） ―．０７０＊ ．００８ ―．０２５人種（有色０ 白人１） ―．０１５ ．０７６＊＊ ．０４５＊雇用形態 ．０４０ ．１００＊＊ ．０６６＊＊（無職・正規以外０ 正規１）政治的態度 ．３２４＊＊ ．２３７＊＊ ．２７８＊＊（リベラル０ 中間１ 保守２）エスニシティ ．０２９ ．０９２＊＊ ．０７６＊＊（ヒスパニック等０ 以外１）アメリカ国籍の有無（無０ 有１） ―．００７ ―．０３４ ―．０２３子どもの有無（無０ 有１） ．１８５＊＊ ．２５７＊＊ ．２２９＊＊都市規模（ルーラル１ 郊外２ 都市３） ．０４６† ．１３０＊＊ ．０９０＊＊移民割合（外国生まれ比率） ．０３６ ．０６１＊ ．０４９＊
R２ ．１７１＊＊ ．２２９＊＊ ．１８８＊＊
Adj.R２ ．１６４ ．２２２ ．１８４












３）本調査の実査期間は，日本時間２０１７年３月２日（木）１８時から７日（火）１４時にかけてである。調査対象者を，２０１６年末時点で，満１８歳から３９歳個人（１９７７年～１９９８年生まれ）とし，登録モニターを用いたインターネット法で実施した。標本設計は次のとおりである。U.S. Census Bureau, ２０１１－２０１５ American
Community Survey５-Year Estimatesを用いて，州ごとに性別（２層），年代（３層：１８－２４歳，２５－２９歳，３０－３９歳）の６セルで割付をおこなった。設計標本サイズは各州３００人以上，合計９００人以上を目標とし，有効回答数は９３４であった。４）本調査の日本語訳は科研プロジェクトで決定された表現である。よって，俵はこれまでの一連の研究も含めて「住民」という表現を使用しているが，ここでは，「市民」としている。５）１０項目で因子分析を行ったところ２因子が抽出された。第１因子は，項目a，b，c，d，e，g，jが高く負荷しており，第２因子は，項目f，h，iが高く負荷していた。１０項目でクロンバックのαを算出したところ．５９３であったが，項目が削除された場合のクロンバックのαの数値をもとにf，h，iを除外したところ，．９１０であった。〈文献〉
Alba, Richard D. and Victor Nee, ２００３, Remaking the
American Mainstream : Assimilation and Contemporary
Immigration , Cambridge : Harvard University Press.
Allport, Gordon，１９５４，The Nature of Prejudice, Cambridge :
Addison-Wesley．（＝１９６１，原谷達夫・野村昭訳『偏見の心理下巻』培風館．）朝日新聞デジタル，２０１８，「自民部会、新在留資格法案を了承 党内の反発「想定内」」（２０１８年１０月３０日取得， https : / / www. asahi. com / articles / ASLBY５４７３
LBYULFA０１D.html）．
Blau, Peter，１９７７，Inequality and Heterogeneity : A Primitive
Theory of Social Structure, New York : The Free Press.
Brown, Rupert，１９９５，Prejudice : Its Social Psychology,
Oxford : Blackwell．（＝１９９９，橋口捷久・黒川生流編訳『偏見の社会心理』北大路書房．）
Fischer, Claude S.,１９８２, To Dwell Among Friends : Personal
Networks in Town and City. University of Chicago.
Glazer, and Daniel P. Moynihan,１９６３, Beyond the Melting
Pot : The Negroes, Puerto Ricans, Jews,Italians, and
Irish of New York City, Cambridge : The MIT Press.
Gordon, Milton, M.,１９６４, Assimilation in American Life :
The Role of Race, Religion, and National Origins, New
York : Oxford University Press.
Higham, John,［１９５５］１９９２, Strangers in the Land : Patterns





Kunovich, Robert M.,２００２, “Social Structural Sources of
Anti-immigrant Prejudice in Europe : The Impact of
Social Class and Stratification Position,” International
Journal of Sociology，３２（１）：３９‐５７．松本康，２００６，「地域社会における外国人への寛容度－隣人ネットワークが媒介する居住地効果」広田康生・町村敬志・田嶋淳子・渡戸一郎編『先端都市社会学の地平』ハーベスト社．南川文里，２０１７，「移民の国のネイティヴィズム」樽本英樹編著『排外主義の国際比較 先進諸国における外国人移民の実態』ミネルヴァ書房．箕曲在弘・鈴木琢磨，２０１８，「新大久保地区における在留外国人住民の多国籍化――都市部の多文化共生を考える前に」『東洋大学社会学部紀要』５３（２）：４９‐６５．永吉希久子，２００８，「排外意識に対する接触と脅威認知の効果」『日本版 General Social Surveys 研究論文集』７：２５９‐７０．永吉希久子，２０１２，「日本人の排外意識に対する分断労働市場の影響」『社会学評論』６３（１）：１９‐３５．
アメリカ人住民の移民に対する意識
－８７－
Nukaga, Misako，２００６，“Xenophobia and the Effects of
Education : Determinants of Japanese Attitudes toward
Acceptance of Foreigners,” 『日本版 General Social
Surveys 研究論文集』５：１９１‐２０２．
O’Neil, Kevin and Tienda, Marta,２０１０, “A Tale of Two
Counties : Natives’ Opinions Toward Immigration in




Park, Robert E., Burgess, Ernest W. and McKenzie, Roderick
D.,１９２５, The City, Chicago : The University of
Chicago．（＝１９７２，大道安次郎・倉田和四生訳『都市―人間生態学とコミュニティ論』鹿島出版会．）
Quillian, Lincoln,１９９５, “Prejudice as a Response to
Perceived Group Threat : Population Composition and
Anti-Immigrant and Racial Prejudice in Europe,”
American Sociological Review, ６０（４）．
Scheepers, Peer, Merove Gijberts and Marcel Coenders,２００２,
“Ethnic Exclusionism in European Countries : Public
Oppositions to Civil Rights for Legal Migrants as a
Response to Perceived Threat,” European Sociological
Review, １８．
Schlueter, Elmar, and Wagner, Ulrich,２００８, “Regional
Differences Matter : Examining the Dual Influence of the
Regional Size of the Immigrants Population on
Derogation of Immigrants in Europe,” International
Journal of Comparative Sociology, ４９（２‐３）：１５３‐１７３．田辺俊介，２００１，「外国人への排他性と接触経験」『社会学論考』２２：１‐１５．田辺俊介，２００２，「外国人への排他性とパーソナルネットワーク」森岡清志編『パーソナルネットワークの構造と変容』東京都立大学出版会．俵希實，２００２，「グローバリゼーションと地域社会」橋本和幸・碓井・三上勝也・交野正芳編著『高齢化社会と生活選択――金沢市・岡崎市調査』多賀出版，８７‐１０８．俵希實，２００６，「地方都市における多文化共生社会の実現の可能性：金沢市民のコミュニティに関する意識・行動調査から」『人間社会環境研究』１７：８３‐９５．
俵希實，２０１２，「若年男性の外国籍住民に対する意識――北陸および東海地方インターネット調査から」『北陸学院大学短期大学部研究紀要』５：１６３‐１７４．俵希實，２０１７，「多文化社会と移民に対する態度――アメリカ若年層の価値観調査から」『北陸学院大学短期大学部研究紀要』１０：７９‐９０．
U.S. Census Bureau,２０１１‐２０１５ American Community
Survey，（２０１７年１０月５日 取 得，https : //factfinder.
census. gov / faces / nav / jsf / pages / searchresults. xhtml ?
refresh=t#none）．山本かほり・松宮朝，２０１０，「外国籍住民集住都市における日本人住民の外国人意識――愛知県西尾市，静岡県旧浜松市，長野県飯田市調査から」『日本都市社会学会年報』２８：１１７‐３４．本研究は平成２８年度科学研究費助成事業（基盤研究B）（一般）課題番号１６H０３６８９の成果である。
北陸学院大学・北陸学院大学短期大学部研究紀要 第１１号（２０１８年度）
－８８－
